
第 4回自治基本条例に関する小委員会次第 

 
 

日時：平成 16 年 3 月 4 日（木） 

   午後 2時から 

会場：上越文化会館 大会議室 
 
 
開会 
 
 
１ 説明 
 
 （１）柏崎市市民参加のまちづくり基本条例の制定について 
 
説明者  元（仮称）柏崎市市民参加のまちづくり基本条例策定審議会委員 

柏崎市教育委員会委員  栗林 淳子 氏 
        

柏崎市総合企画部企画政策課課長代理  伊藤 学 氏 
 
 
２ 質疑応答（意見交換） 
 
 
３ その他 
 
 
閉会 
 



「自治基本条例に関する小委員会」レジメ 

上越地域合併協議会「自治基本条例に関する小委員会」 
『柏崎市市民参加のまちづくり基本条例について』 

平成１６年３月４日 
１．「柏崎市市民参加のまちづくり基本条例」とは 
 
           市民の皆さん      市 
 
                        参加・協働  
 
               【 条    例 】 
             まちづくりのための仕組み考え方    
 
 
                柏崎市の「憲法」 
 
２．条例制定の背景 
  ◆地方分権との関係 
  ◆社会的貢献 
 
３．条例の性格 
 
４．条例の意義・効果 
 
５．条例の公布・施行 
  ◆条例の公布：平成１５年３月２１日 
◆条例の施行：平成１５年１０月１日 

 
６．条例制定までの経緯 
  ◆【（仮称）まちづくり基本条例勉強会】――ワークショップ 
  ◆【（仮称）市民参加のまちづくり基本条例庁内策定委員会】 
  ◆【（仮称）市民参加のまちづくり基本条例策定審議会】 
 
７．条例の主な内容 
  ◆第４条 まちづくりの基本理念  
  ◆第７条 参加する権利 
  ◆第９条 情報の共有 
  ◆第１３条 市の役割 
  ◆第１７条 説明責任 
  ◆第２０条 市民投票 
 
８．条例の施行に向けて 
  ◆職員の意識改革 
◆市民の参加意欲への向上 



柏崎市市民参加のまちづくり基本条例について 
 
 
 
 
 
 
 
１．「柏崎市市民参加のまちづくり基本条例」とは 
 ◆この条例は、市民、各種団体、企業、行政が、市政の基本原則を共有し、参加と協働をとおして、

わたしたちのまちづくりを進めていくために必要な考え方や仕組みを条例化したものです。 
 ◆条例では、柏崎市におけるまちづくりの基本原則、市民・コミュニティ・市の役割、議会・執行

機関の責務、情報の共有、市民の市政への参加と協働の仕組み定めており、いわば、柏崎市の「憲

法」ともいえる条例です。 
 
２．条例制定の背景 
 【地方分権との関係】 
  ○地方分権一括法の施行（平成１２年４月１日） 
   ・従来の中央集権型社会       ➠ 地方分権型社会 
   ・地方自治体は自主性、自立性を高め ➠ 個性豊かで活力に満ちた地域社会を実現 
   ・自己決定、自己責任の原則に基づき ➠ 地域内の諸課題に積極的に取り組む 
                       
                   地方自治体 
              
               「自ら治める責任」 ➠ 「国と対等、協力の関係」 
  ○地方分権一括法の成果 
   ・国の地方自治体への関与の減少   ➠ 機関委任事務の廃止 
   ・個性豊かな自治体運営       ➠ 住民の意思の反映 
 【社会的背景】 
  ○社会貢献活動 
   ・自治体、ＮＰＯ、市民ボランティア活動 ➠ 市民が「まちづくりの主体」 
  ○２１世紀の新しい時代 
   ・住民の意思による自主的なまちづくり  ➠ 行政との対話、参加、協働 

 

                    市民参加 

 

                「協働のまちづくり」 ➠ 市民と市との役割・責任の分担 

 

 

『自治のまち 柏崎市』をつくるため、平成１５年１０月１日から「柏崎市市民参加

のまちづくり基本条例」を施行しました。 
この条例について、紹介します。 



３．条例の性格 

 ◆柏崎市の最高規範として、他の条例や各種計画などの策定指針となる基本条例の性格を持ってい

ます。また、市民の皆さんの権利を明確にし、柏崎市の組織・運営に関する基本的事項を網羅し

た総合条例の性格をもっています。 

 

４．条例の意義・効果 

 ◆この条例により、市政運営を透明化することで、市民の皆さんから市政に対し理解と関心を深め

て頂き、市民参加が促進されることが期待されます。 

 ◆地方分権に対応したまちづくりへ市民の皆さんと市が協働して、自らの地域のために行動するこ

とが期待されます。 

 

５．条例の公布、施行 

 ◆条例の公布：平成１５年３月２０日 

 ◆条例の施行：平成１５年１０月１日 

 

６．条例制定までの経緯 

 【（仮称）まちづくり基本条例勉強会】の設置 

  ・平成１３年２月 第１回開催。公募の市民参加者１２名。職員参加者１２名で構成。 

  ・平成１３年１２月までに１５回開催。市民と職員による勉強会１５回。職員ＷＧ４回開催。 

  ・日本大学松野教授を講師に招き「まちづくり」の指導を受ける。先進事例のケーススタディ、

ワークショップなどを実施し、条例のタタキ台を策定。 

 【（仮称）市民参加のまちづくり基本条例庁内策定委員会】の設置 

  ・平成１４年５月 第１回開催。庁内内部の関係課、法規担当者１３名で構成。 

  ・８月まで８回開催。前年度の勉強会のタタキ台を基に、条例素案に盛り込む項目、内容を検討。 

 【素案の公表】 

  ・「（仮称）市民参加のまちづくり基本条例素案」について意見募集 

  ・期間：平成１４年１０月７日から１１月１５日 

  ・周知法：市ホームページ、市役所、市内各コミュニティセンター、ソフィアセンター、市民プ

ラザに条例素案を配布。 

  ・意見者：市民２名。市会議員５名。 

 【（仮称）市民参加のまちづくり基本条例策定審議会】の設置 
  ・平成１４年１０月２日 第１回開催。公募市民４名。団体推薦４名。学識経験者２名で構成。 
  ・会長（新潟産業大学 教授 梅澤精）。男性委員７名。女性委員３名。 
  ・平成１５年２月７日まで７回開催。公表素案に対する市民等からの意見等について審議会で検

討。審議委員の意見の検討。 
  ・平成１５年２月１２日。審議会の審議結果を市長に報告。 
 【議会への説明】 
  ・平成１４年９月議会総務常任委員会で、条例素案の説明。 
  ・平成１４年１０月１１日全員協議会で、再度条例素案の説明。 
  ・平成１５年２月１８日議員への説明会を設け、条例の最終案を説明し、意見を頂く。 



７．条例の主な内容 
 

条    項 内           容 
前文 ・本条例制定に当たっての背景や基本的な考え方を述べるとともに、

市民の皆さんと市の協働によるまちづくりを推進していくための前

文で定めています。 
・前文は、市の特性、市の目指す姿、制定の理由で構成しています。 

まちづくりの基本理念 ・まちづくりを推進していくうえでの基本理念として、「市民の幸福」

と「市民と市の協働」を定めています。 
まちづくりの主体 ・まちづくりの主体は市民であることを定めています。 
まちづくりの目標 ・まちづくりの基本理念に基づき、まちづくりの目標を次の７項目定

めています。 
・『基本的人権』、『教育、生涯学習』、『福祉、健康』、『次世代』、『歴史、

文化』、『経済、産業』、『自然、環境、安全・安心・快適な生活』 
「参加する権利」と「情

報の共有」 
・市民と市の協働によるまちづくりの推進のため、市民の皆さんのま

ちづくりへの参加の権利と協働の仕組み、情報共有の原則を定めて

います。 
まちづくりの基本的な

役割 
・まちづくりにおける市民と市民の一員である事業者、コミュニティ

並びに市の役割を定めています。 
議会の責務 ・議会は、市の議事機関として市民の意思が適切に反映されるよう活

動し、開かれた議会活動をするよう定めています。 
市長と執行機関に責務 ・市長は、市を代表し公正かつ誠実な市政の執行に努めることとし、

職員は研鑚に努め、市民の一員の立場からも自ら市民と連携し、ま

ちづくりに取組むものと定めています。 
説明責任 ・まちづくりに関する活動の内容やその意思決定の過程について、分

かりやすく説明しなければならないと定めています。 
審議会等への参加 ・市が設置する審議会などに、市民の皆さんの参加を得て、広く意見

を聴きながら施策を実施することを定めています。 
総合計画等の策定 ・総合計画等の策定にあたっては、市民参加に努め、計画相互間の調

整を図るとともに、計画の実施にあたっては、行政評価と連動した

効率的な財政運営を図ることを定めています 
市民投票 ・市政に関して広く市民の意思を把握するために、市議会の議決を経

て市民投票を実施できることを定めています。 
・市民、議会及び市長は、市民投票の結果を尊重しなければならない

としています。 

 
８．条例施行までの取り組み 
 ◆条例施行までの取組み 
  １ 市民への公表、説明会の開催 
   ・条例について市民への公表（市 HP、情報コーナー、市民プラザ、図書館、コミュニティセ



ンターへの配布） 
   ・条例について市民への説明会の開催（地域懇談会にて説明） 
   ・条例について「広報かしわざき」にて解説（広報かしわざき４月２０号で条例の全容。５月

５日号から７回連載し解説） 
 
  ２ 職員への研修（この条例を運用する職員の意識改革、意識の向上） 
   ・条例について職員研修会に実施（全職員対象） 
  
  ３ 市民参加の手法の確立 
   ・市民意見提出手続き（パブリック・コメント手続き）要綱の策定（平成 15 年１０月１日。

同時施行） 
 
 

○問い合わせ先  この条例の詳しい内容、考え方については、企画政策課企画班へ 
「柏崎市ホームページ」企画政策課の中に、条文と考え方を掲載しています。 
  ▼柏崎市総合企画部企画政策課企画班 
     945-8511 柏崎市中央町５番５０号 
           ＴＥＬ ０２５７－２１－２３２１（直通） 
           ＦＡＸ ０２５７－３２－３３０３ 
           Ｅ-mail: kikaku-mati@city.kashiwazaki.niigata.jp 
           ホームページ http://www.city.kashiwazaki.niigata.jp 



 
 
 

 
 
 
 
 

 
 

柏崎市市民参加のまちづくり基本条例 
 平成１５年３月２０日 
柏 崎 市 条 例 第 ６ 号 

目次 
前文 
第１章 総則（第１条―第３条） 
第２章 まちづくりの基本原則（第４条―第６条） 
第３章 参加と協働（第７条・第８条） 
第４章 情報の共有（第９条・第１０条） 
第５章 まちづくりの基本的役割（第１１条―第１３条） 
第６章 議会及び執行機関の責務（第１４条―第１９条） 
第７章 市民投票（第２０条） 
第８章 条例の改正（第２１条） 
附則 

 

私たちが暮らす柏崎市は、三階節で謳
うた

われた米山と、黒姫山、八石山の刈羽三山に囲まれ、一方日

本海に面した海岸線は、変化に富む福浦八景や砂丘地が続く、海と山の自然に恵まれた美しく豊かな

地域です。この自然の恵みと、歴史に育
はぐく

まれた伝統文化は、市民の生活に潤いと心の安らぎを与え、

先人の英知と努力はその時代にふさわしい産業を興し、地域の生活基盤を築いてきました。エネルギ

ー産業都市、人を育てる学園都市、私たちは今、その発展したにぎわいのまちに住んでいます。 
新たな分権型社会を迎えるに当たって、私たち柏崎市民は、この地の自然と歴史を踏まえつつ、さ

らなる自治の精神を発揮して、個性豊かで活力に満ちた地域社会をつくりあげていくことが求められ

ています。 
そのためには、自らの責任において主体的に自己決定を行い、自治の主役として積極的に行政に参

加することで、市民と市が相互に補完しつつ、協働してよりよいまちづくりを推進していくことが必

要です。 
ここに、私たちは、柏崎市のまちづくりを方向づける基本原則を掲げ、市民と市それぞれの役割と

責任を明らかにするため、柏崎市の最高規範として、この条例を定めます。 
 
第１章 総則 
（目的） 
第１条 この条例は、まちづくりの基本理念を明らかにするとともに、市民参加のまちづくりを推進

『自 治 の ま ち 柏 崎 市』  を つ く る た め 
     １０月１日から 「柏崎市市民参加のまちづくり基本条例」を制定しました 

この条例は、市民、各種団体、企業、行政が、市政の基本原則を共有し、参加と協働

をとおして、柏崎市のまちづくりを進めていくために必要な考え方や仕組みを条例化

したものです。 
この条例の条文をここにお知らせします。 

 



するための基本原則を定め、自治の実現を図ることを目的とする。 
（用語の定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) まちづくり 住み良いまち・豊かな地域社会をつくるための道路、公園、建物などの空間の創
造と、その空間において展開される文化、環境、自然などに配慮した市民のための暮らしの創造

をいう。 
 (2) 市民 市内に在住、在勤又は在学する個人及び市内に事務所を有する法人その他の団体をいう。 
 (3) 市 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）に規定する普通地方公共団体としての柏崎市をい
う。 

(4) 協働 市民と市、又は市民と市民とがそれぞれに果たすべき責任と役割を自覚し、相互に補
完・協力することをいう。 

 (5) 参加 まちづくりに関して、市民が意見を述べ、又は計画立案及び実施に主体的にかかわるこ
とをいう。 

 (6) コミュニティ 自主性と責任を自覚した市民で構成される地域社会の多様な集団及び組織を
いう。 
（条例の位置付け） 
第３条 市民は、市民参加のまちづくりを推進するに当たり、この条例の目的及びまちづくりの基本

原則を尊重するよう努めるものとする。 
２ 市は、条例、規則その他の規程又は市の基本方向を示す各種計画の策定に当たり、この条例の趣

旨を最大限に尊重しなければならない。 
 
   第２章 まちづくりの基本原則 
 （まちづくりの基本理念） 
第４条 まちづくりは、市民の幸福の実現を目指して進めるものとする。 
２ まちづくりは、市民と市が協働して推進し、市民がその成果を享受していくものでなければなら

ない。 
 （まちづくりの主体） 
第５条 市民は、まちづくりの主体であり、自主的にまちづくりに参加し、その推進に努めるものと

する。 
 （まちづくりの目標） 
第６条 市民と市は、まちづくりの基本理念に基づき、それぞれに協働し、次に掲げるまちづくりの

推進に努めるものとする。 
(1)  すべての市民の人権が尊重され、地域社会が連携できるまちづくり 
(2)  すべての市民が学ぶ喜びを持ち、生涯にわたって学習できるまちづくり 
(3)  すべての市民が共に支えあい、健やかに暮らせるまちづくり 
(4)  次世代を担うすべての子どもたちが夢と希望を抱き、健やかに成長できるまちづくり 
(5)  歴史と伝統を継承し、感動を分かち合える文化を創造できるまちづくり 
(6)  仕事を興し、地域産業に活力を与え、働く喜びを持てるまちづくり 
(7)  自然と環境との共生を図り、安全・安心・快適な生活を営めるまちづくり 

２ 市民と市は、まちづくりのために行動する市民を育
はぐく

み、多くの市民が共感できるまちづくりの推

進に努めるものとする。 
 
第３章 参加と協働 

 （参加する権利） 
第７条 市民は、だれでも自由に、お互いに平等な立場で、まちづくりに参加する権利を有する。 
２ 市民は、まちづくりの活動への参加又は不参加を理由として、差別的な扱いを受けない。 



 （協働の仕組み） 
第８条 市民と市は、お互いの役割と責任の下に、良きパートナーとして連携してまちづくりに取り

組むものとする。 
 
   第４章 情報の共有 
 （情報共有の原則） 
第９条 市民と市は、まちづくりの基本原則を実現するために必要な情報を共有するものとする。 
２ 市民は、まちづくりに参加するために必要な市の保有する情報について、その提供を受け、又は

自ら取得する権利を有する。 
 （情報の提供） 
第１０条 市は、別に条例で定めるところにより、市民に対し市の保有する情報を積極的に公開する

とともに、分かりやすく提供するよう努めなければならない。 
２ 市は、まちづくりに関する情報を正確かつ適正に収集し、速やかにこれを提供できるよう整理し、

保存しなければならない。 
 
   第５章 まちづくりの基本的役割 
 （市民の役割） 
第１１条 市民は、自らの責務と地域社会の期待を自覚し、まちづくりに積極的に参加するよう努め

るものとする。 
２ 市民の一員である事業者は、まちづくりにおける社会参加活動に理解を深め、その活動の発展と

促進に協力するよう努めるものとする。 
 （コミュニティの役割） 
第１２条 コミュニティは、地域社会の担い手として主体的にまちづくりに参加するよう努めるもの

とする。 
 （市の役割） 
第１３条 市は、まちづくりに関する活動及びその意思決定の過程において、市民が広く参加できる

機会の確保に努めなければならない。 
 
   第６章 議会及び執行機関の責務 
 （議会の責務） 
第１４条 議会は、市の意思決定機関として、市民の意思が市政の運営に適切に反映されるよう活動

しなければならない。 
２ 議会は、市政が市民の意思を反映し、適切に運営されているか調査及び監視するとともに、その

結果を市民に明らかにしなければならない。 
３ 議会は、議員が議会活動を活発に行えるように、その組織を機能的なものにしておかなければな

らない。 
４ 議会は、その活動を行うに当たり、市民に開かれたものにしなければならない。 
 （市長の責務） 
第１５条 市長は、市の代表者として市の事務を管理し、公正かつ誠実に市政を執行しなければなら

ない。 
２ 市長は、まちづくりの基本理念に基づき、市民とともに自主・自立のまちづくりの推進に努め、

市民の負託に応
こた

えなければならない。 

３ 市長は、市の職員を適切に指揮監督するとともに、その能力向上を図り、効率的な事務の執行を

行わなければならない。 
 （執行機関の責務） 
第１６条 執行機関は、その権限と責任において、公正かつ誠実に市政を執行しなければならない。 



２ 執行機関の組織は、市民に分かりやすく簡素で機能的なものとしておかなければならない。 

３ 職員は、常に研鑚
さん

に努めるとともに、市民の一員である立場からも自ら積極的に市民と連携し、

まちづくりに取り組まなければならない。 
 
 （説明責任） 
第１７条 市は、まちづくりに関する活動の内容及びその意思決定の過程について、市民に分かりや

すく説明しなければならない。 
 （委員の市民公募） 
第１８条 市は、審議会等の附属機関及びこれに類するもの（以下これらを「附属機関等」という。）

の委員を選任する場合は、その全部又は一部を公募により選任しなければならない。ただし、法令

等の規定により公募に適さない場合その他正当な理由がある場合は、この限りでない。 
２ 附属機関等の構成員については、男女の比率、他の附属機関等との重複等を考慮し、幅広い人材

を登用するよう努めなければならない。 
 （総合計画等の策定） 
第１９条 市は、基本構想及びこれを具体化するための基本計画（以下これらを「総合計画」という。）

を、まちづくりの基本原則にのっとり策定しなければならない。 
２ 市は、総合計画の策定過程に広範な市民が参加できるよう努めなければならない。 
３ 市は、総合計画以外の計画の策定に当たっては、総合計画との整合及び計画相互間の調整を図ら

なければならない。 
４ 市は、総合計画その他の計画により進められたまちづくりに関して、市民の満足度の把握に努め、

市民参加による行政評価を行い、必要な見直しを行わなければならない。 
５ 市は、総合計画と行政評価とが連動した予算編成及び執行に努め、健全な財政運営を図らなけれ

ばならない。 
 
   第７章 市民投票 
 （市民投票） 
第２０条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、広く市民の意思を把握するための、市民

投票を実施することができる。 
 (1) 選挙権を有する者の総数の５０分の１以上の者の連署をもって、その代表者から市民投票に関
する条例の制定の請求があり、当該条例が議決されたとき。 

 (2) 議会の議員から議員定数の１２分の１以上の者の賛成を得て市民投票に関する条例の発議が
あり、当該条例が議決されたとき。 

 (3) 市長が自ら市民投票に関する条例を発議し、当該条例が議決されたとき。 
２ 市民投票の実施に関し必要な事項は、その都度前項の条例で定める。 
３ 市民、議会及び市長は、市民投票の結果を尊重しなければならない。 
 
   第８章 条例の改正 
 （条例の改正） 
第２１条 市は、この条例について、社会、経済等の情勢の変化等により、改正する必要が生じた場

合は、遅滞なく改正しなければならない。 
 
   附 則 
この条例は、平成１５年１０月１日から施行する。 
 
 ○問い合わせ先 この条例の詳しい内容、考え方については、企画政策課企画班へ。

「柏崎市ホームページ」企画政策課の中に、条文と考え方を掲載してあります。 
企画政策課企画班（電話２１－２３２１） 








